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令和6年度民間委託等検討事業整理結果
番号 事業名 所管課 整理結果

令和7年度において
具体的に検討

8 庁舎宿直業務 行政課
検討事務事業に新たに
追加・令和7年度にお

いて具体的に検討

6 児童館管理運営事業 こども家庭課 検討継続

7 放課後児童クラブ運営事業 こども家庭課

4
道路維持管理業務委託
（包括委託）

維持管理課 検討継続

5
公園管理業務
（包括委託）

維持管理課 検討継続

3 市内施設等貸館管理業務
生涯学習課
協働安全課
⾧寿介護課

検討継続

1 市⾧車運転等委託 行政課 検討継続

市所有バスの運転等委託 行政課
令和7年度において

具体的に検討

2
選挙事務
（投開票所設営・撤去）

行政課 検討継続
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地方公共団体における行政手続等に係るオンライン利用状況調査（調査手続一覧） 令和5年度実績

No. 手続名 集計 手続総数 うちオンライン数
1 図書館の図書貸出予約等 ● 10610 5129
2 文化・スポーツ施設等の利用予約 ● 37390 19030
3 研修・講習・各種イベント等の申込 ● 1402 100
4 地方税申告手続（eLTAX）
5 水道使用開始届等 ● 4683 208
6 港湾関係手続
7 道路占用許可申請等 ● 520 0
8 道路使用許可の申請
9 駐車の許可の申請
10 建築確認
11 粗大ごみ収集の申込 ● 0 0
12 産業廃棄物の処理、運搬の実績報告 ● 0 0
13 犬の登録申請、死亡届 ● 369 3
14 感染症調査報告
15 職員採用試験申込 ● 150 150
16 入札参加資格審査申請等 ● 5731 5731
17 入札 ● 136 128
18 衆議院・参議院選挙の不在者投票用紙等の請求 ● 0 0
19 消防法令における申請・届出等
20 児童手当等の受給資格及び児童手当の額についての認定請求 ● 446 3
21 児童手当等の額の改定の請求及び届出 ● 145 2
22 氏名変更／住所変更等の届出 ● 125 1
23 受給事由消滅の届出 ● 277 0
24 未支払の児童手当等の請求 ● 5 0
25 児童手当等に係る寄附の申出 ● 0 0
26 児童手当等に係る寄附変更等の申出 ● 0 0
27 受給資格者の申出による学校給食費等の徴収等の申出 ● 28 0
28 受給資格者の申出による学校給食費等の徴収等の変更等の申出 ● 0 0
29 児童手当等の現況届 ● 77 0
30 支給認定の申請 ● 443 0
31 保育施設等の利用申込 ● 340 0
32 保育施設等の現況届 ● 846 0
33 児童扶養手当の現況届(事前送信) ● 0 0
34 妊娠の届出 ● 399 1
35 要介護・要支援認定の申請 ● 547 0
36 要介護・要支援更新認定の申請 ● 857 0
37 要介護・要支援状態区分変更認定の申請 ● 366 0
38 居宅（介護予防）サービス計画作成（変更）依頼の届出 ● 536 0
39 介護保険負担割合証の再交付申請 ● 95 0
40 被保険者証の再交付申請 ● 67 0
41 高額介護（予防）サービス費の支給申請 ● 133 0
42 介護保険負担限度額認定申請 ● 286 0
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43 居宅介護（介護予防）福祉用具購入費の支給申請 ● 159 0
44 居宅介護（介護予防）住宅改修費の支給申請 ● 147 0
45 住所移転後の要介護・要支援認定申請 ● 22 0
46 罹災証明書の発行申請
47 応急仮設住宅の入居申請
48 応急修理の実施申請
49 障害物除去の実施申請
50 災害弔慰金の支給申請
51 災害障害見舞金の支給申請
52 災害援護資金の貸付申請
53 被災者生活再建支援金の支給申請
54 転出届 ● 2829 1196
55 転入予約 ● 1468 236

71634 31918
44.6%

総計
オンライン利用率
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タガログ語を表記した督促状の説明チラシ 取組No.７-２



 

1
 

 
 

第
５

次
総

合
計

画
及

び
行

政
改

革
行

動
計

画
の

個
別

施
策

に
も

掲
げ

て
い

る
財

政
運

営

に
お

け
る

安
定

的
な

財
源

の
確

保
策

と
し

て
、

「
受

益
者

負
担

の
適

正
化

」
を

進
め

る
た

め
、

必
要

な
行

政
サ

ー
ビ

ス
と

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
に

か
か

る
コ

ス
ト

と
の

バ
ラ

ン
ス

を
考

慮
し

て
、

適
正

な
使

用
料

・
手

数
料

等
の

算
定

方
法

の
確

立
、

実
施

方
法

に
つ

い
て

検
討

す
る

こ
と

と
し

ま
す

。
 

障
が

い
者

福
祉

、
医

療
、

介
護

に
係

る
社

会
保

障
費

の
増

加
や

公
共

施
設

再
配

置
計

画

及
び

長
寿

命
化

計
画

の
推

進
に

加
え

、
教

育
分

野
や

子
育

て
支

援
を

始
め

と
す

る
将

来
へ

向
け

て
の

投
資

、
エ

ネ
ル

ギ
ー

、
食

料
品

等
の

物
価

高
騰

へ
の

対
応

な
ど

、
行

政
経

費
は

こ
れ

ま
で

に
も

増
し

て
多

く
の

増
加

要
因

を
抱

え
て

い
ま

す
。

限
ら

れ
た

財
源

の
中

で
、

将
来

に
わ

た
っ

て
安

定
し

た
サ

ー
ビ

ス
を

提
供

す
る

た
め

、
様

々
な

行
政

サ
ー

ビ
ス

の
う

ち
、

使
用

料
・

手
数

料
等

を
利

用
者

（
受

益
者

）
か

ら
徴

収
す

る
こ

と
は

、
そ

の
サ

ー
ビ

ス
を

利
用

す
る

特
定

の
人

が
利

益
を

受
け

る
も

の
で

あ
る

と
い

う
前

提
か

ら
、

そ
の

受
益

の
範

囲
内

で
行

政
サ

ー
ビ

ス
の

対
価

と
し

て
徴

収
す

る
も

の
で

あ
り

ま
す

。
 

 
 

こ
の

使
用

料
・

手
数

料
等

の
設

定
に

つ
い

て
は

、
利

用
す

る
人

と
利

用
し

な
い

人
の

均
衡

を
図

る
と

と
も

に
、

公
費

負
担

と
受

益
者

負
担

の
割

合
を

明
確

に
し

、
負

担
の

公
平

性
を

確

保
し

な
け

れ
ば

な
り

ま
せ

ん
。

一
方

、
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

を
行

う
本

市
に

お
い

て
も

、
今

ま

で
以

上
に

行
政

改
革

を
進

め
、

サ
ー

ビ
ス

の
充

実
に

努
め

る
と

と
も

に
、

施
設

運
営

や
業

務

の
効

率
化

に
よ

り
コ

ス
ト

の
軽

減
を

図
り

、
利

用
者

の
理

解
が

得
ら

れ
る

料
金

設
定

へ
の

努

力
を

行
う

必
要

が
あ

り
ま

す
。

 

 
 

こ
う

し
た

こ
と

か
ら

、
使

用
料

・
手

数
料

等
の

額
の

設
定

に
つ

い
て

は
、

近
隣

市
町

を
含

め
た

県
内

市
町

村
の

改
定

方
法

な
ど

を
参

考
に

し
、

市
民

の
理

解
が

得
ら

れ
る

よ
う

算
出

根

拠
を

明
確

に
し

ま
す

。
 

 
 

ま
た

、
行

政
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

に
係

る
コ

ス
ト

に
よ

る
料

金
算

定
結

果
を

参
考

に
す

る
こ

と
で

、
設

定
金

額
を

決
定

す
る

も
の

と
し

ま
す

。
 

な
お

、
見

直
し

の
結

果
、

現
行

の
料

金
よ

り
著

し
く

高
額

と
な

る
場

合
は

、
急

激
な

負
担

の
増

加
に

よ
り

市
民

生
活

に
大

き
な

影
響

を
及

ぼ
す

こ
と

の
な

い
よ

う
に

方
策

を
講

じ
る

こ

と
と

し
ま

す
。

 

  
 

使
用

料
・

手
数

料
等

の
設

定
は

、
次

の
事

項
を

基
本

と
し

て
行

い
ま

す
。

 

 
(
1
)
 
料

金
設

定
に

当
た

っ
て

は
、

施
設

の
維

持
管

理
費

な
ど

施
設

運
営

に
か

か
る

行
政

コ
ス

ト
に

対
す

る
料

金
を

計
算

し
ま

す
。
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2
 

 
(
2
)
 
公

費
負

担
と

受
益

者
負

担
の

負
担

割
合

を
明

確
に

し
ま

す
。

 

 
 
 
 
 
 
サ

ー
ビ

ス
の

利
用

者
と

他
の

納
税

者
と

の
負

担
の

公
平

性
を

確
保

す
る

た
め

、
各

サ

ー
ビ

ス
の

個
別

事
情

を
考

慮
し

た
上

で
「

公
費

負
担

」
と

「
受

益
者

負
担

」
の

割
合

を

定
め

、
利

用
者

に
応

分
の

負
担

を
求

め
る

こ
と

に
し

ま
す

。
 

 
(
3
)
 
同

一
又

は
類

似
の

サ
ー

ビ
ス

間
で

料
金

を
調

整
し

ま
す

。
 

 
 

 
同

一
又

は
類

似
の

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
す

る
場

合
は

、
各

サ
ー

ビ
ス

の
個

別
事

情
を

考
慮

し
た

上
で

、
公

平
性

を
確

保
す

る
た

め
均

衡
を

図
る

必
要

が
あ

る
場

合
は

、
料

金
を

調
整

し
ま

す
。

 

 
(
4
)

 受
益

者
負

担
の

急
激

な
上

昇
を

防
ぐ

た
め

の
方

策
を

講
じ

ま
す

。
 

 
 

 
使

用
料

・
手

数
料

等
の

見
直

し
に

係
る

基
本

的
な

考
え

方
に

よ
り

算
出

し
た

「
受

益

者
に

負
担

し
て

い
た

だ
き

た
い

額
」

が
、

改
定

前
の

金
額

に
比

べ
増

額
幅

が
大

き
い

場

合
は

、
利

用
者

の
急

激
な

負
担

増
加

を
避

け
る

た
め

、
激

変
緩

和
措

置
を

設
け

ま
す

。
 

 
(
5
)
 
定

期
的

に
料

金
を

見
直

（
改

定
）

し
ま

す
。

た
だ

し
、

法
令

等
の

改
正

、
消

費
税

率

及
び

地
方

消
費

税
率

の
見

直
し

、
物

価
の

大
幅

な
変

動
及

び
施

設
の

増
改

築
な

ど
が

あ

れ
ば

、
そ

の
都

度
見

直
す

こ
と

と
し

ま
す

。
 

 
(
6
)
 
次

の
も

の
は

、
見

直
し

対
象

か
ら

除
く

も
の

と
し

ま
す

。
 

 
 

ア
 

国
、

県
等

の
法

令
等

の
規

定
に

よ
り

、
標

準
と

さ
れ

る
料

金
又

は
算

定
方

法
が

定
め

ら
れ

て
い

る
も

の
。

 

 
 

イ
 

県
内

や
管

内
等

で
統

一
料

金
な

ど
の

申
し

合
わ

せ
が

さ
れ

て
い

る
も

の
。

 

 
(
7
)

 社
会

教
育

関
係

団
体

等
に

対
す

る
減

免
制

度
に

つ
い

て
は

、
近

隣
市

町
の

状
況

等
を

踏

ま
え

検
討

し
ま

す
。

な
お

、
減

免
制

度
は

一
定

の
必

要
性

が
あ

る
も

の
の

、
受

益
者

負
担

の
原

則
の

例
外

的
取

扱
い

で
あ

る
た

め
、

減
免

制
度

の
適

用
に

は
、

負
担

の
公

平
性

に
留

意
す

る
必

要
が

あ
り

ま
す

。
そ

こ
で

、
施

設
ご

と
に

利
用

目
的

や
利

用
者

の
状

況
を

考
慮

し
て

、
真

に
必

要
な

制
度

と
な

る
よ

う
減

免
制

度
も

見
直

す
こ

と
を

基
本

と
し

ま
す

。
 

 
(
8
)

 学
習

等
共

同
利

用
施

設
及

び
地

域
集

会
所

に
つ

い
て

は
、

地
元

区
を

指
定

管
理

者
と

し

て
お

り
、

利
用

料
金

に
よ

り
維

持
管

理
費

等
を

賄
っ

て
い

る
こ

と
を

勘
案

し
対

象
外

と
し

ま
す

。
た

だ
し

、
指

定
管

理
者

か
ら

利
用

料
金

の
変

更
の

申
出

が
あ

っ
た

場
合

は
、

そ
の

必
要

性
や

合
理

性
等

を
総

合
的

に
検

討
し

、
判

断
す

る
も

の
と

し
ま

す
。

 

  
 

使
用

料
・

手
数

料
等

の
料

金
設

定
に

当
た

っ
て

、
応

分
の

受
益

者
負

担
を

求
め

る
た

め
、

別
紙

に
よ

り
コ

ス
ト

計
算

を
行

う
こ

と
と

し
ま

す
。

な
お

、
コ

ス
ト

計
算

に
算

入
す

る
項

目

は
、

人
件

費
・

物
件

費
・

建
設

費
（

建
物

の
減

価
償

却
費

）
等

と
し

、
そ

れ
ぞ

れ
の

費
用

に

つ
い

て
は

次
の

と
お

り
と

し
ま

す
。

 

3
 

 
(
1
)
 
使

用
料

 

 
 
 
 
 
 
使

用
料

は
、

行
政

サ
ー

ビ
ス

の
受

益
者

か
ら

、
施

設
の

維
持

管
理

の
た

め
に

必
要

な
費

用
を

徴
す

る
も

の
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
そ

の
積

算
費

用
は

以
下

の
も

の
と

し
ま

す
。

 

 
 
 
 
 
 
人

件
費

、
物

件
費

（
消

耗
品

費
、

印
刷

製
本

費
、

燃
料

費
、

光
熱

水
費

、
修

繕
料

、
施

設
維

持
管

理
に

伴
う

委
託

料
、

賃
借

料
、

備
品

購
入

費
）

、
建

設
費

（
減

価
償

却
費

）
等

 

 
 
 
 
※

費
用

の
算

出
方

法
は

、
直

近
３

か
年

の
平

均
と

す
る

。
た

だ
し

、
見

直
し

時
に

消
費

税

率
及

び
地

方
消

費
税

率
の

見
直

し
が

予
定

さ
れ

て
い

る
場

合
は

、
見

直
し

後
の

消
費

税

率
及

び
地

方
消

費
税

率
を

適
用

し
て

コ
ス

ト
計

算
を

行
う

。
 

 
 

※
人

件
費

に
つ

い
て

は
、

直
近

の
一

般
職

員
平

均
人

件
費

を
算

定
数

値
と

し
て

用
い

る
こ

と
を

基
本

と
す

る
。

 

 
 

※
土

地
取

得
費

に
つ

い
て

は
、

経
費

と
し

て
算

入
は

し
な

い
。

 

 
 

※
工

事
請

負
費

や
大

規
模

な
修

繕
料

に
つ

い
て

は
、

経
費

と
し

て
算

入
し

な
い

。
 

 
 

＜
算

定
方

法
＞

 

 
 

 
使

用
料

原
価

＝
[
人

件
費

＋
物

件
費

＋
建

設
費

（
減

価
償

却
費

）
]
÷

総
面

積
÷

年
間

利

用
可

能
時

間
×

貸
館

面
積

×
貸

出
時

間
 

  
(
2
)
 
手

数
料

 

 
 
 
 
 
 
手

数
料

は
、

行
政

サ
ー

ビ
ス

の
受

益
者

か
ら

、
そ

の
役

務
の

提
供

の
た

め
に

必
要

な
費

用
を

徴
す

る
も

の
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
そ

の
積

算
費

用
は

以
下

の
も

の
と

し
ま

す
。

 

 
 

 
人

件
費

、
物

件
費

（
消

耗
品

費
、

印
刷

製
本

費
、

燃
料

費
、

光
熱

水
費

、
修

繕
料

、
維

持
管

理
に

伴
う

委
託

料
、

賃
借

料
、

備
品

購
入

費
）

等
 

 
 

※
建

物
の

減
価

償
却

費
に

つ
い

て
は

経
費

と
し

て
算

入
は

し
な

い
。

 

 
 

※
費

用
の

算
出

方
法

は
、

直
近

３
か

年
の

平
均

と
す

る
。

た
だ

し
、

見
直

し
時

に
消

費
税

率
及

び
地

方
消

費
税

率
の

見
直

し
が

予
定

さ
れ

て
い

る
場

合
は

、
見

直
し

後
の

消
費

税

率
及

び
地

方
消

費
税

率
を

適
用

し
て

コ
ス

ト
計

算
を

行
う

。
 

※
人

件
費

に
つ

い
て

は
、

直
近

の
一

般
職

員
平

均
人

件
費

を
算

定
数

値
と

し
て

用
い

る
こ

と
を

基
本

と
す

る
。

 

※
法

定
受

託
事

務
に

係
る

手
数

料
は

、
法

令
等

で
規

定
さ

れ
た

標
準

と
さ

れ
る

料
金

と
す

る
。

 

 
 

＜
算

定
方

法
＞

 

 
 

 
手

数
料

原
価

＝
（

人
件

費
＋

物
件

費
）

÷
諸

証
明

の
年

間
発

行
件

数
 

 
 

 
※

諸
証

明
の

年
間

発
行

件
数

は
直

近
３

か
年

の
平

均
と

す
る

。
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4
 

  
(
3
)
 
そ

の
他

 

 
 
 
 
 
 
上

記
の

方
法

に
よ

り
費

用
算

定
を

行
う

こ
と

が
適

切
で

な
い

も
の

に
つ

い
て

は
、

そ
れ

ぞ
れ

に
適

し
た

方
法

に
よ

り
コ

ス
ト

計
算

を
行

う
こ

と
と

し
ま

す
。

 

 

本
市

が
提

供
す

る
行

政
サ

ー
ビ

ス
に

は
、

道
路

、
公

園
等

の
市

民
生

活
に

必
要

で
市

場

原
理

に
よ

っ
て

提
供

さ
れ

に
く

い
サ

ー
ビ

ス
か

ら
、

ア
デ

リ
ア

総
合

体
育

文
化

セ
ン

タ
ー

の
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
室

や
野

寄
ス

ポ
ー

ツ
広

場
の

テ
ニ

ス
コ

ー
ト

な
ど

の
よ

う
に

特
定

の
人

が
利

益
を

享
受

し
、

民
間

に
お

い
て

も
類

似
の

サ
ー

ビ
ス

が
存

在
す

る
も

の
ま

で
、

多
岐

に
わ

た
っ

て
い

ま
す

。
こ

の
た

め
、

一
律

の
負

担
割

合
で

料
金

を
設

定
す

る
こ

と
は

困
難

で
あ

り
ま

す
。

そ
こ

で
、

サ
ー

ビ
ス

を
性

質
別

に
分

類
し

、
そ

の
分

類
ご

と
に

「
公

費
負

担
」

と
「

受
益

者
負

担
」

の
割

合
を

設
定

す
る

こ
と

と
し

ま
す

。
 

  
(
1
)
 
サ

ー
ビ

ス
の

分
類

 

 
 
 
 
 
 
サ

ー
ビ

ス
の

目
的

や
内

容
に

つ
い

て
、

公
共

性
の

高
さ

や
日

常
生

活
上

の
必

要
性

、
民

間
に

お
い

て
も

提
供

さ
れ

て
い

る
も

の
で

あ
る

か
ど

う
か

な
ど

、
サ

ー
ビ

ス
の

性
質

に
よ

り
２

つ
の

基
準

の
組

み
合

わ
せ

で
区

分
し

、
分

類
し

ま
す

。
 

 
 

ア
 

サ
ー

ビ
ス

が
必

需
的

な
も

の
か

、
選

択
的

な
も

の
か

 

(
ｱ
)
 
必

需
的

サ
ー

ビ
ス

 
日

常
生

活
を

送
る

上
で

、
ほ

と
ん

ど
の

人
が

必
要

と
す

る
サ

ー
ビ

ス
 

(
ｲ
)
 
選

択
的

サ
ー

ビ
ス

 
生

活
や

余
暇

を
よ

り
快

適
で

潤
い

の
あ

る
も

の
と

し
、

特
定

の
人

に
利

益
を

供
す

る
サ

ー
ビ

ス
 

 
 

イ
 

サ
ー

ビ
ス

に
市

場
代

替
性

が
あ

る
か

、
な

い
の

か
 

(
ｱ
)
 
市

場
的

サ
ー

ビ
ス

 
民

間
で

も
供

給
さ

れ
て

お
り

、
行

政
と

民
間

と
が

競
合

す
る

サ
ー

ビ
ス

 

(
ｲ
)
 
公

共
的

サ
ー

ビ
ス

 
市

場
で

は
提

供
さ

れ
に

く
く

、
主

と
し

て
行

政
が

提
供

す
る

サ
ー

ビ
ス

 

 

5
 

 
(
2
)
 
公

費
負

担
と

受
益

者
負

担
の

割
合

 

 
 
 
 
 
 
公

費
負

担
と

受
益

者
負

担
と

の
割

合
に

つ
い

て
は

、
複

雑
化

を
さ

け
簡

易
な

制
度

と
す

る
た

め
負

担
の

割
合

を
次

の
と

お
り

設
定

し
ま

す
。
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6
 

 
(
3
)
 
手

数
料

の
受

益
者

負
担

の
考

え
方

に
つ

い
て

 

 
 
 
 
 
 
証

明
書

発
行

等
に

係
る

手
数

料
は

、
特

定
の

人
の

利
益

の
た

め
に

行
う

事
務

に
係

る
経

費
で

あ
る

た
め

、
受

益
者

負
担

率
は

1
0
0
％

と
し

ま
す

。
 

 

コ
ス

ト
計

算
に

よ
り

算
出

さ
れ

た
数

値
が

理
論

上
の

適
正

対
価

と
な

り
ま

す
が

、
料

金
を

最

終
的

に
決

定
す

る
た

め
に

は
、

受
益

者
負

担
の

考
え

方
を

踏
ま

え
た

上
で

、
公

共
サ

ー
ビ

ス
の

性
質

分
類

に
よ

る
受

益
者

負
担

の
割

合
を

乗
じ

て
利

用
者

が
負

担
す

べ
き

単
位

当
た

り
の

料
金

を
算

出
す

る
こ

と
と

し
ま

す
。

 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
＝

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

×
 

  

料
金

の
算

出
に

当
た

っ
て

は
、

事
務

の
効

率
化

を
鑑

み
5
0
円

単
位

と
す

る
こ

と
を

原
則

と

し
ま

す
。

 

な
お

、
市

民
生

活
へ

の
影

響
を

考
慮

し
、

特
別

な
場

合
を

除
き

、
改

定
額

の
上

限
は

現
行

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

額
の

1
.
5
倍

と
し

ま
す

。
 

使
用

料
・

手
数

料
等

に
つ

い
て

は
、

原
則

、
５

年
ご

と
に

見
直

し
（

改
定

）
作

業
を

行
う

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

こ
と

と
し

ま
す

。
 

た
だ

し
、

法
令

等
の

改
正

や
物

価
の

大
幅

な
変

動
な

ど
の

社
会

的
要

請
、

子
育

て
支

援
や

高
齢

者
の

健
康

増
進

な
ど

の
政

策
的

見
地

や
施

設
の

大
規

模
改

修
な

ど
特

段
の

事
情

が
あ

る

場
合

に
は

、
総

合
的

に
実

施
を

判
断

し
ま

す
。

 

な
お

、
新

規
に

設
定

し
た

使
用

料
・

手
数

料
等

は
、

そ
の

後
、

全
体

の
見

直
し

サ
イ

ク
ル

に
合

わ
せ

て
見

直
し

を
行

い
ま

す
。

こ
の

場
合

、
使

用
料

・
手

数
料

等
の

設
定

か
ら

次
期

見

直
し

サ
イ

ク
ル

ま
で

の
間

が
５

年
に

満
た

な
い

場
合

は
、

見
直

し
を

行
わ

な
い

こ
と

と
し

ま

す
。

 

  
(
1
)
 
近

隣
自

治
体

や
民

間
と

の
均

衡
に

つ
い

て
 

 
 
 
 
 
 
料

金
の

設
定

に
当

た
っ

て
は

、
基

本
方

針
を

原
則

と
す

る
も

の
の

、
近

隣
自

治
体

の
使

用
料

・
手

数
料

等
と

著
し

い
格

差
が

生
じ

る
場

合
に

は
、

そ
れ

ら
を

考
慮

し
て

調
整

を
行

う
も

の
と

し
ま

す
。

ま
た

、
民

間
に

類
似

施
設

が
存

在
す

る
場

合
も

同
様

と
し

ま
す

。
 

7
 

 
(
2
)
 
利

用
者

区
分

に
よ

る
料

金
設

定
に

つ
い

て
 

 
 

 
受

益
と

負
担

の
公

平
性

の
確

保
を

原
則

と
す

る
も

の
の

、
子

育
て

支
援

や
高

齢
者

の
健

康
増

進
な

ど
、

各
種

施
策

の
必

要
性

な
ど

に
よ

り
利

用
者

区
分

に
よ

る
料

金
設

定
を

行
う

場
合

に
は

、
合

理
性

や
公

平
性

、
近

隣
自

治
体

の
状

況
等

を
総

合
的

に
勘

案
し

、
料

金
を

設
定

す
る

も
の

と
し

ま
す

。
 

 
(
3
)
 
キ

ャ
ッ

シ
ュ

レ
ス

決
済

に
よ

る
料

金
設

定
に

つ
い

て
 

 
 

 
キ

ャ
ッ

シ
ュ

レ
ス

決
済

に
よ

る
料

金
設

定
を

行
う

場
合

に
は

、
業

務
の

効
率

化
や

負
担

軽
減

、
コ

ス
ト

削
減

額
、

近
隣

自
治

体
の

状
況

等
を

総
合

的
に

勘
案

し
、

料
金

を
設

定
す

る
も

の
と

し
ま

す
。

 

 
(
4
)

 市
外

利
用

者
へ

の
対

応
に

つ
い

て
 

 
 

 
市

外
在

住
の

利
用

者
が

施
設

を
利

用
す

る
場

合
に

は
、

原
則

、
市

内
在

住
利

用
者

の
２

倍
ま

で
の

使
用

料
を

徴
収

す
る

こ
と

を
可

能
と

し
ま

す
。

 

 
(
5
)

 使
用

料
を

徴
収

し
て

い
な

い
施

設
へ

の
対

応
に

つ
い

て
 

 
 

 
現

在
、

使
用

料
を

徴
収

し
て

い
な

い
施

設
に

つ
い

て
も

、
受

益
者

負
担

の
観

点
か

ら
本

指
針

の
内

容
や

各
施

設
の

個
別

事
情

、
近

隣
自

治
体

の
状

況
等

を
踏

ま
え

、
随

時
、

徴
収

に
つ

い
て

検
討

し
ま

す
。

 

 

使
用

料
・

手
数

料
以

外
の

受
益

者
負

担
に

係
る

事
項

は
、

本
指

針
の

内
容

を
踏

ま
え

、
適

切
に

対
応

す
る

こ
と

と
し

ま
す

。
 

 

本
市

を
取

り
巻

く
環

境
は

、
社

会
・

経
済

状
況

や
人

口
の

状
況

な
ど

、
め

ま
ぐ

る
し

く
変

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

化
し

て
い

ま
す

。
 

使
用

料
・

手
数

料
等

に
お

け
る

受
益

者
負

担
の

公
平

性
を

確
保

・
維

持
す

る
た

め
に

は
、

負
担

の
状

況
を

常
に

把
握

す
る

と
と

も
に

、
費

用
対

効
果

の
観

点
か

ら
、

そ
の

サ
ー

ビ
ス

自

体
の

有
効

性
を

計
る

こ
と

が
求

め
ら

れ
ま

す
。

よ
っ

て
、

現
行

の
使

用
料

・
手

数
料

等
が

適

切
か

否
か

を
検

証
す

る
た

め
、

コ
ス

ト
計

算
は

毎
年

行
う

こ
と

と
し

ま
す

。
 

ま
た

、
定

期
的

に
受

益
者

負
担

の
見

直
し

を
継

続
す

る
こ

と
に

よ
り

、
予

算
の

効
率

化
等

を
図

り
、

市
民

ニ
ー

ズ
に

沿
っ

た
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

に
つ

な
げ

て
い

き
ま

す
。
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8
 

・
 
施

設
の

貸
し

出
し

部
分

に
か

か
る

維
持

管
理

費
を

、
施

設
を

最
大

限
に

利
用

し
た

と
想

定
し

た
場

合
の

使

用
料
収

入
で

賄
う

こ
と

を
料

金
設
定

の
基

本
と

す
る

。
 

・
 
料

金
の

算
定

方
法

 
使

用
料

原
価

＝
[
人

件
費

＋
物

件
費

＋
建

設
費

（
減

価
償

却
費

）
]
÷

総
面

積
÷

年
間

利
用

可
能

時
間
×
貸

館
面

積
×

貸
出
時

間
 

・
 
改

定
額

の
上

限
は

現
行

額
の

1.
5
倍

と
す

る
。

 

・
 
施

設
の

設
置

目
的

や
利

用
状

況
、

近
隣

自
治

体
の

料
金

設
定

状
況

等
を

考
慮

し
て

、
施

設
ご

と
に

料
金

見

直
し

を
実

施
す
る

。
 

・
 

料
金

の
算

出
に
当

た
っ

て
は

、
5
0
円

単
位

と
す

る
こ

と
を

原
則
と

す
る

。
 

・
 
テ

ニ
ス

コ
ー

ト
な

ど
の

屋
外

ス
ポ

ー
ツ

施
設

は
、

維
持

管
理

費
の

全
額

を
使

用
料

収
入

で
賄

う
こ

と
を

料

金
設
定

の
基

本
と

す
る

。
 

・
 
夜

間
照

明
は

、
実

際
に

消
費

さ
れ
る

電
気

料
金

等
維

持
管

理
費

を
賄

え
る
よ

う
料

金
を

設
定

す
る
。

 

・
 
改

定
額
の

上
限
は

現
行

額
の

1
.
5
倍

と
す
る

。
 

・
 
施

設
の

設
置

目
的

や
利

用
状

況
、

近
隣

自
治

体
の

料
金

設
定

状
況

等
を

考
慮

し
て

、
施

設
ご

と
に

料
金

見

直
し

を
実

施
す
る

。
 

・
 
料

金
の
算

出
に
当

た
っ

て
は

、
5
0
円

単
位

と
す

る
こ
と

を
原

則
と

す
る

。
 

・
 
手

数
料

事
務

に
か

か
る

仮
算

定
手
数

料
を

基
本

と
し

て
料

金
を
設

定
す

る
。

 

・
 
料

金
の

算
定

方
法

 
手

数
料

原
価

＝
（

人
件
費

＋
物

件
費

）
÷

諸
証

明
の

年
間

発
行

件
数
 

・
 
国

が
標

準
を

定
め

て
い

る
も

の
は

、
国

が
示
す

標
準

額
と

す
る
。

 

・
 
近

隣
自

治
体

を
参

考
と

す
べ

き
も
の

に
つ

い
て

は
、

均
衡

に
配

慮
す
る

。
 

・
 
受

益
者

負
担

率
を

1
0
0
％

と
す

る
。

 

・
 
改

定
額

の
上

限
は

現
行

額
の

1.
5
倍

と
す
る

。
 

・
 
料

金
の

算
出

に
当

た
っ

て
は

、
5
0
円

単
位

と
す

る
こ
と

を
原

則
と

す
る
。

 

 
 

 

 

 

 

      

  

   

  

   

人
件

費
 

（
職
員

給
与

等
）

 

物
件

費
 

（
消

耗
品

費
、

修
繕

料
、

備
品

購
入
費

等
）

 

建
設

費
 

（
建
物

の
減

価
償

却
費

）
 

 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

    

人
件

費
 

（
職
員

給
与

等
）

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 

物
件

費
 

（
消

耗
品

費
、

修
繕

料
、

備
品

購
入
費

等
）

 

建
設

費
 

（
建
物

の
減

価
償

却
費

）
 

直
近

3
か

年
決
算

値
に

よ
る

コ
ス
ト

計
算

作
業

 

※
コ
ス

ト
計

算
書

の
作
成

 

＜
料
金

算
定

に
お

け
る

影
響

要
因

＞
 

・
 
物

価
の

動
向

 

・
 
市

民
生

活
へ

の
影

響
、

市
民

の
利

便
性

 

・
 
近

隣
自

治
体

、
民

間
の

類
似

施
設
の

料
金

設
定

状
況

 

・
 
施

設
の

性
格

を
考

慮
し

た
受
益

者
負

担
 

な
ど

 

＜
料
金

算
定

に
お
け

る
影

響
要

因
＞

 

・
 
標

準
手

数
料

令
（

国
の

定
め

た
標

準
額

）
 

・
 
市

民
生

活
へ

の
影

響
 

・
 
近

隣
自

治
体

と
の

均
衡

 
 

 
 
 

な
ど

 

直
近

3
か

年
決
算

値
に

よ
る

コ
ス
ト

計
算

作
業

 
 

 
 

※
コ
ス

ト
計

算
書

の
作

成
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ふるさと応援寄附金（ふるさと納税）は、生まれ育ったふるさとやゆかりのある市町村など、応援し

たい地方自治体に寄附をした場合、寄附金控除の優遇が受けられる制度です。 

お礼の品を新たに（34品）追加し充実を図り、お礼の品の数は年度末で221品となりました。また、

おせち等４品を期間限定のお礼の品として用意しました。 

お礼の品としては、ナポリピッツァとオードブルセット（２～３人前）、名古屋コーチンの卵付き！名

古屋コーチンひきずりセット（３～４人前）、純系名古屋コーチン１羽が多くの寄附者から選ばれまし

た。 

事業の成果としては、市外在住の人に対し本市についてＰＲすることができたほか、お礼の品を取り

扱う市内事業者の振興に寄与しました。 

 

○事業実績 

・納付方法別 

区分 寄附件数（件） 寄附金額（円） 

金融機関での振込 34 1,019,000 

市役所窓口での支払 2 31,000 

クレジットカード等による決済 2,368 68,096,000 

市民・企業等 2 1,500,000 

計 2,406 70,646,000 

 

・年度別             （単位：件） 

区分 寄附件数（件） 寄附金額（円） 

２年度 4,380 104,440,478 

３年度 3,778 90,891,768 

４年度 3,958 97,085,407 

５年度 3,459 90,675,130 

６年度 2,406 70,646,000 

 

・寄附金額別              （単位：件） 

区分 寄附件数 

20,000円未満 1,475 

20,000円以上30,000円未満 322 

30,000円以上50,000円未満 242 

50,000円以上 367 

計 2,406 
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■財政健全化指標の推移

単年度 ３ヶ年平均

平成26年度 4.9 5.5 37.2

平成27年度 4.1 4.8 42.0

平成28年度 3.1 4.0 44.0

平成29年度 3.3 3.5 30.5

平成30年度 4.2 3.5 27.0

令和元年度 4.7 4.0 26.6

令和２年度 4.0 4.3 26.3

令和３年度 3.4 4.0 10.1

令和４年度 4.1 3.8 4.7

令和５年度 4.1 3.8 4.0

令和６年度 4.4 4.2 6.9

実質公債費比率
将来負担比率
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 １
 

岩
倉

市
中

期
財

政
計

画
と

は
 

本
市

は
、
濃

尾
平
野

区
の

中
央

に
位

置
し
、

古
く

か
ら
交

通
の

要
衝

と
し

て
栄

え
て
き

ま
し

た
。

昭
和

4
6
年
に

市
制

を
施

行
し
て

か
ら

、
令

和
３

年
1
2
月

１
日

で
市

制
5
0
周

年
を
迎

え
、

本
市

の
普

遍
的

な
将
来

像
で

あ
る

「
健
康
で

明
る
い

緑
の

文
化

都
市
」

に
向

け
着

実
に
発

展
を

遂
げ

て
き

ま
し

た
。

 

 
一

方
、
財

政
面

で
は

高
齢
化
の

進
展
等

に
よ

る
社

会
保
障

事
業

費
の

増
加
や

公
共

施
設

再
配

置
計

画
及

び
長
寿

命
化

計
画

の
推
進
に

加
え
、

教
育

分
野

や
子
育
て

支
援
を

始
め
と

す
る

将
来

へ
向

け
て

の
投

資
、
エ

ネ
ル

ギ
ー

、
食
料
品

等
の
価

格
高

騰
へ

の
対
応

な
ど

、
行

政
経

費
は

こ
れ
ま

で
に

も
増

し
て

多
く
の

増
加

要
因
を

抱
え

て
い

ま
す

。
 

 
ま

た
、
本

市
は

比
較

的
、
自
然

災
害
の

少
な

い
地

域
で
は

あ
る

も
の

の
、
異

常
気

象
に

よ
る

集
中

豪
雨

な
ど
激

甚
化

す
る

自
然
災
害

や
、
発

生
が

危
惧

さ
れ

る
南

海
ト

ラ
フ

地
震

な
ど
の

大
規

模
災

害
、

未
知
の

ウ
イ

ル
ス

の
感
染
症

拡
大
な

ど
、

不
測

の
事
態

に
も

市
民

へ
の
行

政
サ

ー
ビ

ス
が

維
持

で
き

る
よ
う

、
備

え
て

い
く
必

要
が

あ
り

ま
す
。

 

 
こ

の
よ
う

に
、

本
市

を
取
り
巻

く
環
境

は
厳

し
い

状
況
で

は
あ

り
ま

す
が
、

高
度

化
・

多
様

化
す

る
行

政
需
要

に
柔

軟
か

つ
迅
速
に

対
応
し

、
効

果
的

か
つ
効
率

的
な
行

政
サ
ー

ビ
ス

を
提

供
す

る
と

と
も

に
、
堅

実
な

財
政

運
営
を
行

っ
て
い

く
必
要

が
あ
り

ま
す

。
 

将
来

に
わ
た

っ
て
計

画
的

か
つ

健
全

な
財
政

運
営

を
維
持
し

て
い

く
た

め
、
本

市
の
財

政
の

現
状

と
令

和
６
年

度
か

ら
令

和
1
0
年

度
ま
で

の
財

政
見

通
し
を

明
ら

か
に

し
、
今

後
の
予

算
編

成
や
財

政

運
営

の
指
標

と
す

る
「

岩
倉
市
中

期
財
政

計
画

」
（

令
和

６
年

度
～

令
和

1
0
年

度
）
を

定
め

ま
す

。
 

 ２
 

対
象

範
囲

（
会

計
）

と
期

間
 

岩
倉

市
中
期

財
政
計

画
の

対
象

範
囲

は
、
一

般
会

計
と
し
ま

す
。

期
間

に
つ
い

て
は
、

令
和

６
年

度
か

ら
1
0
年

度
ま
で

の
５
年

間
で

す
。

 

 
計

画
期
間

内
に

お
い

て
、
財
政

状
況
や

社
会

経
済

情
勢
の

変
化

な
ど

本
市
の

取
り

巻
く

大
き

な
状

況
の

変
化
や

諸
制

度
の

改
定
、
第

５
次
岩

倉
市

総
合

計
画
の

見
直

し
や

実
施
計

画
の

大
幅

な
見

直
し

な
ど

、
必
要

に
応

じ
て

計
画
の
内

容
を
弾

力
的
に

見
直
し

て
い

き
ま
す

。
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 ３
 

岩
倉

市
の

財
政

状
況

 

平
成

3
0
年
度

か
ら
令

和
４

年
度

ま
で

の
歳

出
決

算
額
、
地

方
債

残
高

と
財
政

調
整

基
金

残
高

の
推

移
を

グ
ラ
フ

に
し

て
み

ま
し
た

。
 

 
(1

) 
歳

出
決

算
額

（
性

質
別

）
 

 

        お
ｔ
 

人
件

費
28

.5
28

.8
32

.9
33

.9
35

.0

扶
助

費
35

.5
37

.0
37

.0
48

.6
41

.4

公
債

費
11

.7
11

.9
11

.9

11
.9

11
.7

普
通

建
設

事
業

11
.1

15
.2

14
.7

15
.7

11
.0

物
件

費
21

.6
23

.8
27

.5

25
.7

27
.4

2.
3

2.
3

2.
5

2.
5

2.
5

補
助

費
等

11
.0

11
.4

62
.0

12
.8

15
.4

繰
出

金
19

.2
19

.9

20
.2

20
.0

22
.6

そ
の

他
6.

8
7.

7

7.
6

14
.4

10
.0

総
額

14
7.

8
総

額
15

8.
0

総
額

21
6.

4

総
額

18
5.

6
総

額
17

7.
0

0.
0

50
.0

10
0.

0

15
0.

0

20
0.

0

25
0.

0

H3
0

R1
R2

R3
R4

(億
円

) 

維
持

 
補

修
費

 

 

物
件

費
は

 
４

年
間

で
 

＋
5.

8
億

円
 

＋
26

.9
％

 

扶
助

費
は

 
４

年
間

で
 

＋
5.

9
億

円
 

＋
16

.6
％

 

人
件

費
や
扶

助
費

、
地

方
債
の

返
還

額
と

な
る

公
債

費
な

ど
歳

出
の

性
質

で
分

け
て
い

ま
す

。
 

人
件

費
は

、
会

計
年

度
任

用
職

員
制

度
の

導
入

や
職

員
数

の
増

、
人

事
院

勧
告

に
準

拠
し

た
給

与

改
定

な
ど

に
よ

り
、

令
和

４
年

度
は

平
成

3
0
年

度
と
比

較
し

て
約

６
億

5
,
0
0
0
万

円
、

約
2
2
.
8％

増
と

な
っ

て
い

ま
す

。
扶

助
費

は
、

給
付

対
象

者
数

の
増

や
福

祉
サ

ー
ビ

ス
の

充
実

な
ど

か
ら

、
障

が
い

者
福

祉
や

医
療

、
介

護
等

の
分

野
を

中
心

に
、
４

年
間

で
約

５
億

9
,
0
0
0
万

円
、
約

1
6
.
6
％

増

と
な

っ
て

い
ま

す
。

物
件

費
に

つ
い

て
は

、
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
に

係
る

ワ
ク

チ
ン

接
種

な
ど

感
染

症
対

策
と

い
っ

た
特

殊
要

因
が

あ
る

も
の

の
増

加
傾

向
に

あ
り

、
令

和
４

年
度

は
コ

ロ
ナ

禍
前

の
平

成
3
0
年

度
と
比

較
し

て
、

４
年

間
で

約
５

億
8
,
0
0
0
万

円
、

約
2
6
.
9
％

増
と

な
っ

て
い

ま
す

。
公

債
費

は
、

毎
年

度
約

1
2
億

円
で

推
移
し

て
い
ま

す
。

 

人
件

費
は

 
４

年
間

で
 

＋
6.

5
億

円
 

＋
22

.8
％

 

■
3■

 

 

(2
) 

地
方

債
の

年
度

末
残

高
と

公
債

費
 

 

 

    

(3
) 

財
政

調
整

基
金

の
年

度
末

残
高

 
 

 

     

臨
時

財
政

対
策

債
7,

51
3.

4
7,

57
1.

2
7,

57
8.

6
7,

75
9.

7
7,

38
8.

1
6,

81
9.

9

そ
の

他
4,

14
6.

2
4,

08
6.

2
3,

89
5.

8
3,

64
3.

9
3,

35
4.

3

3,
03

9.
9

年
度

末
残

高
11

,6
59

.6
11

,6
57

.4
11

,4
74

.4
11

,4
03

.6
10

,7
42

.3
9,

85
9.

8

公
債

費
1,

17
4.

9
1,

19
1.

9
1,

19
5.

0
1,

19
4.

4

1,
17

1.
2

1,
23

5.
5

1,
10

0

1,
12

0

1,
14

0

1,
16

0

1,
18

0

1,
20

0

1,
22

0

1,
24

0

1,
26

0

1,
28

0

1,
30

0

0
1,

00
0

2,
00

0
3,

00
0

4,
00

0
5,

00
0

6,
00

0
7,

00
0

8,
00

0
9,

00
0

10
,0

00
11

,0
00

12
,0

00
13

,0
00

H
30

R1
R2

R3
R4

R5
(見

込
)

年
度

末
残

高

1,
23

3.
0

1,
05

4.
8

80
6.

5

1,
25

8.
0

1,
50

9.
5

1,
46

1.
2

標
準

財
政

規
模

の
15

％
1,

41
0.

0
1,

40
9.

7
1,

47
4.

4
1,

57
9.

8
1,

54
5.

7

0

20
0

40
0

60
0

80
0

1,
00

0

1,
20

0

1,
40

0

1,
60

0

1,
80

0

2,
00

0

H
30

R1
R2

R3
R4

R5
(見

込
)

(百
万

円
) 

(百
万

円
) 

地
方

債
は

、
道

路
や

学
校

、
公

園
な

ど
公

共
施

設
に
必

要
な

普
通

建
設

事
業

費
な

ど
の

財
源

と
し

て
調

達
す

る
資

金
で

す
。
地
方

債
の
残
高

が
増
え

る
と
返

済
額
（

公
債

費
）
も

増
え
、
そ

の
他

の
経

費

に
充

て
ら

れ
る

自
由

度
が

下
が

り
ま

す
。

な
お

、
本

市
の

特
徴

と
し

て
は

、
地

方
交

付
税

の
不

足
を

補
う

臨
時

財
政

対
策

債
の
比

率
が

高
く

な
っ

て
い
ま

す
。
 

(百
万

円
) 

財
政

調
整
基

金
は

、
景
気

の
急

激
な

変
化

や
災

害
へ

の
対

応
な

ど
に

備
え

て
、

年
度
間

の
財

源
の

不
均

衡
を

調
整

す
る

た
め
の
基
金

で
、

令
和

４
年

度
末
の
基

金
残

高
は

約
1
5
億

9
0
0
万

円
と

な
っ

て
お

り
、

令
和

５
年

度
末
で
は
約

1
4
億

6
,
0
0
0
万

円
と
な

る
見

込
み

で
す

。
な

お
、
財

政
調

整
基

金
の

積
立

額
の

目
安

と
し
て

は
、

標
準
財

政
規

模
の

1
5％

程
度

が
望

ま
し

い
と

さ
れ
て

い
ま

す
。

 

※
標

準
財

政
規

模
 

地
方

公
共

団
体

の
標

準
的

な
状

態
で

通
常

収
入

さ
れ

る
経

常
的

一
般

財
源

の
規

模
を

表
す

も
の
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 ４
 

取
組

前
の

収
支

見
込

 

令
和

４
年
度

ま
で
の

決
算

額
の

推
移

を
も

と
に
令

和
1
0
年

度
ま

で
の

収
支
を

見
込

み
、

不
足

額
は

財
政

調
整
基

金
を

繰
り

入
れ
る

と
仮

定
し

た
場

合
、

以
下
の

と
お

り
と

な
り
ま

す
。

1
6

9
.6

1
7

6
.5

1
8

2
.7

1
8

3
.0

1
8

2
.2

1
8

3
.9

69
.9

70
.9

71
.4

71
.6

71
.6

71
.6

11
.0

11
.8

11
.8

11
.8

11
.8

11
.8

25
.6

24
.4

25
.3

25
.6

25
.7

25
.8

37
.9

40
.3

42
.2

41
.2

42
.5

44
.1

3.
3

4.
3

11
.3

10
.9

10
.0

10
.0

21
.9

24
.8

20
.6

21
.8

20
.6

20
.6

1
6

9
.6

1
7

6
.5

1
8

3
.7

1
8

4
.7

1
8

3
.5

1
8

7
.2

37
.9

40
.2

40
.5

40
.6

40
.6

40
.8

39
.8

40
.5

42
.1

43
.8

45
.5

47
.3

12
.4

12
.1

12
.1

11
.4

11
.2

12
.3

9.
8

10
.8

16
.2

16
.3

12
.7

12
.1

27
.8

30
.3

28
.4

28
.4

28
.7

28
.9

2.
8

2.
3

2.
3

2.
3

2.
4

2.
4

18
.6

18
.8

20
.9

20
.7

21
.5

22
.4

17
.9

19
.1

18
.5

18
.5

18
.5

18
.5

2.
6

2.
5

2.
6

2.
6

2.
6

2.
6

－
－

△
 1

.0
△

 1
.7

△
 1

.4
△

 3
.3

1
.5

2
.5

1
.0

1
.7

1
.4

3
.3

1
4

.6
1

3
.2

1
3

.2
1

2
.5

1
2

.2
9

.8

9
8

.6
9

1
.7

9
1

.6
9

2
.1

9
2

.0
9

1
.0

令
和

1
0

科
目

年
度

令
和

５
令

和
６

令
和

７
令

和
８

令
和

９

地
方

債
残

高

 
物

件
費

 
維

持
補

修
費

 
補

助
費

等

財
政

調
整

基
金

繰
入

金

財
政

調
整

基
金

残
高

収
支

　
繰

出
金

 
そ

の
他

歳
入

 
市

税
　

地
方

消
費

税
交

付
金

 
地

方
交

付
税

 
普

通
建

設
事

業
費

 
扶

助
費

 
公

債
費

　
国

・
県

支
出

金
 

市
債

 
そ

の
他

歳
出

 
人

件
費

 

               

・
市

税
に

つ
い

て
は

、
令

和
５

年
度

の
決

算
見

込
額

な
ど

を
も

と
に

、
固

定
資

産
税

は
評

価
替

え
の

影
響

を
加

味
し

て
試

算
し

た
。

 
・

地
方

消
費

税
交

付
金

及
び

地
方

交
付

税
は

、
令

和
５

年
度

の
決

算
見

込
額

な
ど

か
ら

試
算

し
た

。
 

・
国

・
県

支
出

金
は

、
歳

出
（

扶
助

費
）

の
伸

び
な

ど
を

反
映

し
て

試
算

し
た

。
 

・
市

債
は

、
臨

時
財

政
対

策
債

を
令

和
６

年
度

当
初

予
算

額
と

同
額

と
し

、
そ

の
他

は
各

年
度

の
普

通
建

設
事

業
を

踏
ま

え
て

試
算

し
た

。 

歳
入

の
推

計
 

・
人

件
費

は
、

定
年

引
上

分
の

増
額

を
見

込
み

試
算

し
た

。
 

・
扶

助
費

は
、

過
年

度
の

伸
び

率
の

平
均

に
よ

り
試

算
、

公
債

費
は

、
起

債
見

込
み

に
基

づ
い

て
試

算
し

た
。

 
・

普
通

建
設

事
業

費
は

、
令

和
６

年
度

当
初

予
算

（
臨

時
を

除
く

。）
を

基
準

と
し

て
、

第
５

次
実

施
計

画
で

配
当

さ
れ

た
事

業
費

や
過

年
度

の
事

業
費

に
基

づ
い

て
試

算
し

た
。

 
・

補
助

費
等

は
、「

中
⾧

期
の

経
済

財
政

に
関

す
る

試
算

」（
内

閣
府

・
令

和
６

年
１

月
22

日
経

済
財

政
諮

問
会

議
提

出
）

の
物

価
上

昇
率

を
も

と
に

、
第

５
次

実
施

計
画

の
配

当
額

を
加

味
し

試
算

し
た

。
 

・
繰

出
金

に
つ

い
て

は
第

５
次

実
施

計
画

の
配

当
額

や
過

年
度

の
伸

び
率

に
よ

り
試

算
し

た
。

 
・

物
件

費
、

維
持

補
修

費
、

そ
の

他
に

つ
い

て
は

、「
中

⾧
期

の
経

済
財

政
に

関
す

る
試

算
」

の
物

価
上

昇
率

を
も

と
に

試
算

し
た

。
 

歳
出

の
推

計
 

※
小

数
点

以
下

第
２

位
を

四
捨

五
入

し
て

い
る

た
め

、
総

数
と

内
訳

の
合

計
が

一
致

し
な

い
こ

と
が

あ
り

ま
す

。
 

※
令

和
５

、
６

年
度

は
予

算
額

、
令

和
７

年
度

以
降

は
推

計
。

 
※

決
算

剰
余

金
を

利
用

し
て

、
毎

年
度

末
に

一
定

額
（

1
億

円
/年

）
を

財
政

調
整

基
金

へ
積

み
立

て
る

こ
と

を
想

定
。

 （
単

位
 

億
円

）
 

■
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 ５
 

持
続

可
能

な
財

政
運

営
の

た
め

の
目

標
設

定
と

取
組

 

 
(1

) 
財

政
目

標
の

設
定

 

   

※
地

方
債

残
高

比
率

を
県

内
都

市
平

均
を

下
回

る
90

％
以

下
に

圧
縮
 

   

※
標

準
財

政
規

模
の

約
15

％
を

確
保
 

 

前
ペ
ー

ジ
の

収
支
見

込
で
は
、
歳

入
の

市
税
、
地

方
消

費
税

交
付

金
及

び
地

方
交

付
税

の
大

幅

な
増

収
は
見

込
め

な
い

一
方
で
、
歳

出
で

は
扶
助

費
の
増

加
が

避
け

ら
れ

ず
、
ま

た
、
令

和
６

年

度
以

降
に
は

大
規
模

な
普

通
建
設

事
業
が

予
定
さ

れ
、
事
業

費
の

増
加

が
見
込

ま
れ

て
い

ま
す

。

現
状

の
ま
ま

で
は
、

臨
時

財
政
対

策
債
の

減
少
に

よ
り
、

地
方

債
残

高
は

91
億

円
か

ら
9
2
億

円
台

で
推
移

し
て
い

く
も

の
の
、

財
政

調
整
基

金
に
つ

い
て

は
令

和
1
0
年

度
に

は
、
残

高
が

３

分
の

２
程
度

ま
で
減

少
し

、
約
９

億
8
,
0
0
0
万
円

と
な
る

こ
と

が
予

測
さ

れ
ま

す
。
 

 
 

 
持
続

可
能

な
未

来
に
向
け

て
、
将

来
世

代
の
負

担
を

増
や

さ
な

い
健
全

な
財
政

運
営

を
進

め
て

い
く

た
め

に
は
、
こ

れ
ま

で
と

同
様

、
単
年

度
の
地

方
債

の
借

入
額

を
元

金
償

還
額

の
範

囲
以

内

に
抑

制
す

る
こ
と

で
地

方
債

残
高

を
圧
縮

す
る

と
と

も
に
、
社

会
情

勢
の

急
激

な
変

化
や

災
害

へ

の
対

応
な

ど
に
備
え

て
、

財
政
調

整
基
金

を
確
保

し
て

お
か

な
け

れ
ば

な
り

ま
せ

ん
。

 

 
 

 
そ
の

た
め

、
持

続
可
能
な

財
政
運

営
の

た
め

上
記

の
２

つ
の

目
標

を
設

定
し
ま

す
。
 

 
(2

) 
具

体
的

な
取

組
 

持
続

可
能

な
未
来

に
向

け
て

、
将

来
世

代
の

負
担

を
増

や
さ

な
い

健
全

な
財

政
運

営
を

進
め

て
い

く
た
め

の
目

標
達

成
に
は
、
歳

入
の

確
保

、
歳

出
の
削

減
の

た
め

の
次
の

取
組

を
全

庁
的

に

進
め

て
い
く

こ
と

が
必

要
で

す
。
 

         

 

 ・
市

税
 

 
収

納
率

の
向

上
を

図
り

ま
す

。
 

 ・
使

用
料

、
手

数
料

 
受

益
者

に
対

す
る

負
担

の
適

正
化

を
図

り
ま

す
。

 
・

そ
の

他
 

市
有

財
産

の
有

効
活

用
や

、
ふ

る
さ

と
い

わ
く

ら
応

援
寄

附
金

な
ど

、
様

々
な

手
法

に
よ

る
財

源
確

保
に

努
め

ま
す

。
 

歳
入

の
確

保
 

 ・
経

常
的

な
経

費
 

定
率

カ
ッ

ト
の

実
施

、
事

業
の

ス
ク

ラ
ッ

プ
＆

ビ
ル

ド
の

推
進

を
図

り
ま

す
。

 
・

施
設

の
維

持
管

理
費

 
公

共
施

設
再

配
置

計
画

及
び

公
共

施
設

⾧
寿

命
化

計
画

を
推

進
し

ま
す

。
 

・
投

資
的

な
経

費
 

新
規

・
継

続
事

業
に

か
か

わ
ら

ず
、

す
べ

て
の

事
業

で
優

先
度

、
整

備
手

法
等

を
精

査
し

、
事

業
費

の
抑

制
に

努
め

ま
す

。
 

歳
出

の
削

減
 

 
地

方
債

残
高

を
９

０
億

円
以

下
に

し
ま

す
 

目
標

１
 

 
財

政
調

整
基

金
残

高
を

15
.5

億
円

以
上

に
し

ま
す

 

目
標

２
 

注
)標

準
財

政
規

模
（

令
和

４
年

度
）

約
10

3
億

円
 

注
)地

方
債

残
高

比
率

＝
地

方
債

残
高

÷
標

準
財

政
規

模
×

10
0 
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 ６
 

取
組

後
の

収
支

見
込

 

 
(1

) 
取

組
後

の
収

支
 

1
6

9
.6

1
7

6
.5

1
8

1
.5

1
8

1
.9

1
8

1
.2

1
8

2
.9

69
.9

70
.9

71
.4

71
.6

71
.6

71
.6

11
.0

11
.8

11
.8

11
.8

11
.8

11
.8

25
.6

24
.4

25
.3

25
.6

25
.7

25
.8

37
.9

40
.3

42
.0

41
.2

42
.4

44
.1

3.
3

4.
3

10
.2

9.
8

8.
9

8.
9

21
.9

24
.8

20
.8

22
.0

20
.8

20
.8

1
6

9
.6

1
7

6
.5

1
8

2
.0

1
8

2
.3

1
8

0
.9

1
8

4
.1

37
.9

40
.2

40
.5

40
.6

40
.6

40
.8

39
.8

40
.5

42
.1

43
.8

45
.5

47
.3

12
.4

12
.1

12
.1

11
.4

11
.2

12
.2

9.
8

10
.8

15
.3

15
.4

11
.9

11
.3

27
.8

30
.3

28
.0

27
.7

27
.7

27
.7

2.
8

2.
3

2.
3

2.
3

2.
3

2.
3

18
.6

18
.8

20
.7

20
.2

20
.7

21
.4

17
.9

19
.1

18
.5

18
.5

18
.5

18
.5

2.
6

2.
5

2.
6

2.
6

2.
6

2.
6

－
－

△
 0

.4
△

 0
.4

0
.3

△
 1

.1

1
.5

2
.5

0
.4

0
.4

△
 0

.3
1

.1

1
4

.6
1

3
.2

1
3

.7
1

4
.3

1
5

.6
1

5
.5

9
8

.6
9

1
.7

9
1

.2
9

1
.2

9
0

.2
8

8
.3

歳
入

 
市

税
　

地
方

消
費

税
交

付
金

 
地

方
交

付
税

 
普

通
建

設
事

業
費

 
扶

助
費

 
公

債
費

　
国

・
県

支
出

金
 

市
債

 
そ

の
他

歳
出

 
人

件
費

地
方

債
残

高

 
物

件
費

 
維

持
補

修
費

 
補

助
費

等

財
政

調
整

基
金

繰
入

金

財
政

調
整

基
金

残
高

収
支

　
繰

出
金

 
そ

の
他

令
和

1
0

科
目

年
度

令
和

５
令

和
６

令
和

７
令

和
８

令
和

９

 

               

・
そ

の
他

の
歳

入
中

、
使

用
料

及
び

手
数

料
に

つ
い

て
は

、
受

益
者

負
担

額
の

適
正

化
の

見
直

し
に

よ
る

効
果

を
見

込
ん

で
試

算
し

た
。

 
・

国
・

県
支

出
金

、
市

債
に

つ
い

て
は

、
歳

出
（

普
通

建
設

事
業

費
）

の
抑

制
に

よ
る

効
果

を
反

映
し

て
試

算
し

た
。

 

歳
入

の
推

計
 

・
経

常
的

な
経

費
に

つ
い

て
は

、
定

率
カ

ッ
ト

を
継

続
す

る
と

と
も

に
、

事
業

効
果

・
成

果
の

分
析

に
よ

る
ス

ク
ラ

ッ
プ

＆
ビ

ル
ド

に
よ

る
事

業
費

の
削

減
を

見
込

ん
で

試
算

し
た

。
 

・
普

通
建

設
事

業
費

は
、

新
規

・
継

続
事

業
に

か
か

わ
ら

ず
、

す
べ

て
の

事
業

で
優

先
度

、
整

備
手

法
等

を
精

査
し

、
事

業
費

の
抑

制
に

努
め

る
効

果
を

見
込

ん
で

試
算

し
た

。
 

・
公

債
費

は
、

普
通

建
設

事
業

費
の

抑
制

に
伴

う
、

後
年

度
の

公
債

費
の

圧
縮

効
果

を
見

込
ん

で
試

算
し

た
。

 

歳
出

の
推

計
 

※
小

数
点

以
下

第
２

位
を

四
捨

五
入

し
て

い
る

た
め

、
総

数
と

内
訳

の
合

計
が

一
致

し
な

い
こ

と
が

あ
り

ま
す

。
 

※
令

和
５

、
６

年
度

は
予

算
額

、
令

和
７

年
度

以
降

は
推

計
。

 
※

決
算

剰
余

金
を

利
用

し
て

、
毎

年
度

末
に

一
定

額
（

平
均

1
億

円
/年

）
を

財
政

調
整

基
金

へ
積

み
立

て
る

こ
と

を
想

定
。

 

（
単

位
 

億
円

）
 

■
7■

 

 

(2
) 

歳
出

予
算

の
抑

制
と

財
政

調
整

基
金

繰
入

額
へ

の
効

果
 

  

 

                      

18
7.

2

18
4.

1

16
8.

0

17
8.

0

18
8.

0

R5
R6

R7
R8

R9
R1

0

(億
円

) 

取
組

前
の

歳
出

予
算

額
 

取
組

後
の

歳
出

予
算

額
 

財
政

調
整

基
金

繰
入

額
 

取
組

後
→

歳
出

抑
制

効
果

 
 

 
合

計
9.

８
億

円
 

R7
:△

1.
7

億
円

／
R8

:△
2.

4
億

円
 

R9
:△

2.
6

億
円

／
R1

0:
△

3.
1

億
円

 

 

令
和

10
年

度
の

繰
入

額
 

1.
1

億
円

 

経
常

的
な
経

費
の

削
減

や
公
共

施
設

の
維

持
管

理
費

の
抑

制
、

投
資

的
な

経
費

の
抑
制

な
ど

歳
出

削
減

を
実
施

し
た

場
合

は
、
本

期
間

内
で

約
９

億
8
,
0
00

万
円

の
削
減

を
見
込

む
こ
と

が
で

き
ま

す
。

 

歳
入

の
推
計

を
加

え
た

結
果
、

収
支

見
込

は
改
善
さ

れ
、

財
政

調
整

基
金

は
毎

年
度
取

り
崩

し
と

積
み

立
て
を

繰
り
返

し
な

が
ら

繰
入

額
が

抑
制
さ

れ
て

い
き

ま
す
。

 

地
方

債
残
高

に
つ

い
て

は
、
令

和
５

年
度

末
時
点
で

は
約

9
8
億

6
,
0
0
0
万
円

で
し

た
が

、
投

資

的
な

経
費
の

抑
制

な
ど

に
よ
り

借
入

額
を

抑
制

す
る

こ
と
で

、
本

計
画

の
最
終

年
度
で

あ
る

令
和

1
0

年
度

で
は

1
0
億

3,
0
0
0
万
円

を
圧

縮
し

、
約

8
8
億

3
,0
0
0
万

円
と

な
り

ま
す

（
次
ペ

ー
ジ

上
の

グ

ラ
フ

参
照

）。
 

財
政

調
整
基

金
に

つ
い

て
は
、

令
和

６
年

度
か
ら
令

和
８

年
度

ま
で

は
1
5
億

5
,
0
0
0
万

円
を

下

回
る

水
準
で

推
移

し
て

い
き
ま

す
が

、
令

和
９
年

度
、

10
年

度
で
は

設
定
し

た
目
標

の
1
5
億

5
,
0
0
0
万
円

を
達
成

で
き
る

見
込

み
と
な

っ
て
い

ま
す
（

次
ペ

ー
ジ

下
の

グ
ラ

フ
参

照
）
。

 

ま
た

、
本
市

が
将

来
負

担
す
べ

き
負

債
の

大
き
さ
を

本
市

の
財

政
規

模
に

対
す

る
割
合

で
表

し
た

将
来

負
担
比

率
に

つ
い

て
も
、

地
方

債
残

高
の

圧
縮

や
財
政

調
整

基
金

の
確

保
に

よ
り
比

率
が

減
少

し
、

令
和

1
0
年

度
に

は
本

市
一

般
会
計

の
将
来

負
担
額
に

充
当

可
能

な
財

源
額

が
、
将

来
負

担
額

を
上

回
り
、

比
率

は
マ

イ
ナ
ス

と
な

る
見

込
み
と

な
っ

て
い

ま
す

。
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(3
) 

地
方

債
の

残
高

の
比

較
 

 

 

  

(4
) 

財
政

調
整

基
金

の
残

高
の

比
較

 

 

 

 
 

98
.6

91
.7

91
.6

92
.1

92
.0

91
.0

98
.6

91
.7

91
.2

91
.2

90
.2

88
.3

85
.0

87
.0

89
.0

91
.0

93
.0

95
.0

97
.0

99
.0

10
1.

0

R5
R6

R7
R8

R9
R1

0

14
.6

13
.2

13
.2

12
.5

12
.2

9.
8

14
.6

13
.2

13
.7

14
.3

15
.6

15
.5

0.
0

2.
0

4.
0

6.
0

8.
0

10
.0

12
.0

14
.0

16
.0

18
.0

20
.0

R5
R6

R7
R8

R9
R1

0

取
組

前
 

取
組

後
 

(億
円

) 

取
組

前
 

取
組

後
 

(億
円

) 

取
組

前
→

91
.0

億
円

 
取

組
後

→
88

.3
億

円
 

 
 

 
 

２
.７

億
円

の
削

減
 

地
方

債
残

高
比

率
90

％
以

下
 

 

取
組

前
→

 9
.8

億
円

 
取

組
後

→
15

.5
億

円
 

 
 

 
 

5.
7

億
円

の
増

加
 

標
準

財
政

規
模

の
15

％
以

上
 

■
9■

 

 ７
 

目
標

に
向

か
っ

て
 

本
市

の
次
の

5
0
年
に
向

け
、

将
来

、
本

市
を
担

っ
て
い

く
次

世
代
に

つ
な
げ

て
い

く
た

め
に

は
、

限
ら

れ
た
財

源
、

資
源

を
有
効
に

活
用
し

、
事

業
の

選
択
と
集

中
に
よ

る
見
直

し
を

行
い

、
健

全
な

財
政

を
堅
持

し
な

が
ら

持
続
可
能

な
財
政

基
盤

の
確

立
が
不

可
欠

と
な

り
ま
す

。
そ

の
た

め
に

は
、

将
来

世
代
へ

負
担

を
増

や
さ
な
い

た
め
「

地
方

債
残

高
の
圧
縮

」
と
、

大
規
模

災
害

な
ど

の
不

測
の

事
態

へ
備
え

る
た

め
「

財
政
調
整

基
金
残

高
の

確
保

」
を
２
つ

の
柱
と

し
て

、
目

標
を
設

定
し

ま
し

た
。

 

 
そ

れ
ら
の

目
標

を
達

成
す
る
た

め
に
は

、
行

政
評

価
制
度

な
ど

を
活

用
し
た

事
業

効
果

・
成

果
の

客
観

的
な
分

析
を

も
と

に
ス
ク
ラ

ッ
プ
＆

ビ
ル

ド
に

よ
り
事

業
費

の
抑

制
に
努

め
ま

す
。

さ
ら

に
、

市
民

な
ど
に

は
財

政
状

況
を
正
し

く
、
広

く
認

識
し

て
も

ら
う

こ
と

で
、

市
民

の
信
頼

が
深

め
ら

れ
、

ま
た
、

施
策

の
改

善
提
案
と

い
っ
た

市
政

に
対

し
て
参
加

し
て
も

ら
う
た

め
、

引
き

続
き

、
広

報
紙

や
市
の

公
式

ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ

、
Ｓ
Ｎ

Ｓ
な

ど
を

活
用

し
て

、
積

極
的

な
情

報
発
信

に
努

め
ま

す
。

 

 
今

後
は
、

子
育

て
家

庭
支
援
策

や
高
齢

者
・

障
が

い
者
支
援

策
、
健

幸
施

策
な

ど
に
加

え
、

地
域

の
デ

ジ
タ
ル

化
や

環
境

施
策
な
ど

次
代
へ

つ
な

ぐ
未

来
へ
の
ま

ち
づ
く

り
に

向
け

た
取
組

を
積

極
的

に
進

め
て
い

き
ま

す
。

 

そ
の

一
方
で

、
本
市

で
は

昭
和

4
0
年

代
か

ら
昭
和

5
0
年
代
に

か
け

て
、

人
口

の
急
激

な
増

加
に

対
応

す
る
た

め
に

、
学

校
や
保
育

園
な
ど

の
公

共
建

築
物
に

加
え

、
道

路
、
上

水
道

及
び

下
水

道
な

ど
の

イ
ン
フ

ラ
資

産
が

集
中
的
に

整
備
さ

れ
て

き
ま

し
た
。

特
に

学
校

教
育
系

施
設
を

中
心

と
し

て
、

今
後
、

数
十

年
の

間
に
は
、

多
く
の

施
設

で
更

新
時
期

を
迎

え
る

こ
と
と

な
り

ま
す

。
そ

の
た

め
、

公
共
施

設
再

配
置

計
画
や
公

共
施
設

長
寿

命
化

計
画
の

推
進

に
向

け
て
は

、
市

民
の

安
全

安
心

を
念

頭
に
、

市
民

ニ
ー

ズ
や
事
業

効
果
な

ど
を

把
握

し
、
複

合
化

や
統

合
な
ど

公
共

施
設

の
適

正
配

置
や

長
寿
命

化
、

さ
ら

に
は
公
共

施
設
の

有
効

活
用

な
ど
、
効

果
的
で

か
つ

効
率

的
な
整

備
や

改
修

に
努

め
て
い

き
ま

す
。

 

こ
の

「
岩
倉

市
中
期

財
政

計
画

」
（

令
和
６

年
度

～
令
和

1
0
年

度
）

は
、
国

の
予

測
な

ど
を

も
と

に
、

市
税
や

地
方

交
付

税
な
ど
の

歳
入
や

、
決

算
額

や
実
施

計
画

な
ど

を
も
と

に
歳

出
の

推
計

を
行

っ
た

も
の
で

、
本

市
が

将
来
に
わ

た
っ
て

持
続

可
能

で
安
定
的

な
財
政

運
営
を

行
っ

て
い

く
た

め
の

指
針

で
す
。

社
会

情
勢

の
変
化
な

ど
に
よ

り
不

測
の

経
費
の
発

生
も
想

定
さ
れ

ま
す

が
、

柔
軟

に
対

応
す

る
と
と

も
に

、
目

標
達
成
の

た
め
全

職
員

が
一

丸
と

な
っ

て
取

り
組

ん
で

い
く
こ

と
と

し
ま

す
。
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わかりやすい決算書

岩倉市総務部企画財政課

令和５年度

1

～岩倉市の令和５年度決算について～

１ 決算の基礎知識

２ 決算の概要について

目 次

「財政」ってなに？ …6

「決算」ってなに？ …7

令和５年度の決算はどうなってるの？ …8

決算の推移はどうなってるの？ …11

実質収支比率は大きいほどいいの？ ・・・12

2

３ 歳入決算について

一般会計には、どのような収入があるの？ …13

自主財源が多い方がいいの？ ・・・14

歳入の推移はどうなってるの？ ・・・15
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４ 歳出決算について

目 次

市税は、増えてるの？減ってるの？ …16

市債（借金）の推移はどうなってるの？ ・・・17

3

一般財源の歳出は、どのような目的に

使われてるの？ …18

前年度と比較するとどうなっているの？ ・・・19

目的別歳出の推移はどうなってるの？ ・・・21

一般財源の歳出は、どのようなことに

使われてるの？ ・・・22

前年度と比較するとどうなってるの？ ・・・23

性質別歳出の推移はどうなってるの？ ・・・25

５ 岩倉市の借金について

目 次

岩倉市は、どれくらい借金があるの？ …26

近隣の市町と比べるとどうなの？ ・・・27

なぜ、借金が必要なの？ ・・・28

4

６ 岩倉市の貯金について

貯金は、いくらあるの？ ・・・29

貯金は、いつ使うの？ ・・・30

貯金の推移は、どうなってるの？ ・・・31
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７ 岩倉市の財政状況について

目 次

岩倉市の財政は大丈夫なの？ ・・・32

5

８ おわりに

おわりに ・・・35

１ 決算の基礎知識

Ｑ 「財政」ってなに？

6

財政とは、市でお金を調達し、そのお金を使い、市民の皆さまへ様々な行政
サービスを提供することをいいます。

市で調達するお金には、市民の皆さまに納めていただく税金や、国や県からの
補助金、銀行などからの借入があります。また、行政サービスは、保育園や小中
学校の運営や、ごみの収集処理、道路や公園の管理などがあり、様々な形で市
民の皆さまに関わっています。

Ａ

国・県補助金

税金

銀行等から
の借入

小中学校
の運営

ごみの収集
処理

道路や公園の管理
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１ 決算の基礎知識

Ｑ 「決算」ってなに？

7

予算が１年間（4月1日から翌年3月31日まで）に必要なお金の「収入と支出の計
画」であることに対して、決算とは、１年間の「収入と支出の実績」をいいます。

市民の皆さまに収めていただいた税金などがどれだけ集まったのか？

福祉、医療や道路や公園の整備・管理などサービスにどれだけかかったのか？

などをまとめた決算は、１年間の財政活動の結果として、議会のチェックを受け
ることとなります。

Ａ

予算編成 予算執行 決算

予算編成から決算までの流れ

２ 決算の概要について

Ｑ 令和５年度の決算はどうなってるの？

8

岩倉市では、実施する事業にかかる経費を「一般会計」「特別会計」「企業会計」
の３つに区分しています。

３つの会計にかかる令和５年度の決算額は、次のとおりとなりました。

Ａ

一般会計 歳入決算 歳出決算 実質収支

一般会計 18,563,095 17,775,990 646,848

一般会計は、市民の皆さまに納めていただく市税や国からの交付税などを主な
財源として、福祉、教育、環境、消防、道路整備など市の基本的な行政サービス
を行う会計です。

168.0

173.0

178.0

183.0

188.0

歳出 歳入

(億円)

実質収支

翌年度に繰り
越すべき財源

(千円)

実質収支とは？

歳入決算と歳出決算を単純に差し引き
したものを形式収支といいます。形式収
支には、事情により翌年度に繰越すこと
となった事業に充てる財源が含まれてい

るため、その分を差し引いたものが「実
質収支」となります。

実質収支がマイナスになると赤字団体
となります。

実質収支の一部は、翌年度に市の財
源として活用されます。
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４ 歳出決算について

Ｑ 一般財源の歳出は、どのような目的に使われてるの？

18

一般会計の歳出決算額は、177億7,599万円となりました。目的別の歳出で一番
多いのは、高齢者・障がい者福祉、子育て、医療などの経費にあたる「民生費」で
82億6,251万7千円となりました。

Ａ

議会費 1.0%

総務費 13.3%

民生費 46.5%

衛生費 9.5%

農林水産業費 0.9%

商工費 1.7%

土木費 7.4%

消防費 3.5%

教育費 9.2%
公債費 6.9%

例えば、「衛生費」は、家庭から出されるごみの処分費や予防接種など保健衛生
を目的とした費用、「教育費」は、小中学校の運営費や建物の修繕・建設、生涯
学習の充実、文化・スポーツの振興など教育を目的とした費用です。

1億8,159万1千円

歳出
177億
7,599万円

13億2,017万9千円

82億6,251万7千円

16億9,620万8千円

1億6,162万1千円

3億286万2千円

23億6,623万8千円6億2,512万5千円

16億3,086万6千円

12億2,878万3千円

６ 岩倉市の貯金について

Ｑ 貯金は、いつ使うの？

30

基金ごとに様々 な目的があり、財源の補てんや公共施設の建設などに使い
ます。

ここでは、一般会計の基金の一部について説明します。

Ａ

財政調整基金は、決算の剰余金などを積み立てておき、財源が不足したときに補てんす
るための基金です。
景気の急激な変化や災害への対応など、使用する用途は限られています。

財政調整基金

減債基金

減債基金は、市債(借金)の償還(返済)に備えるために積み立てておき、財源が不足し
たときに補てんするための基金です。

公共施設整備基金は、公共施設の建設、改修及び維持補修のために積み立てておき、
財源が不足したときに補てんするための基金です。

公共施設整備基金

-33-

取組No.12



1

2

3

-34-

取組No.13



5

7

< > 3

< > 3

5

4

6

4

< > 5

3

3

< > 8

6

4

4

< > 10

4

< > 7

< > 3

7

3

< > 12 2

< > 5

6 1

9 1

1

81

4

< > 3

5

3

4

< > 3

< > 5

7

1

2

2

< > 3

< > 3

< > 12 1

< > 13

< > 13

< > 5 1

< > 1

4

< > 3

2

< > 2

2

3 7 23 55 320 6

11

1 1

1 1 416 6

1 1

1 1

1 1

1

3

-35-

取組No.14



-36-

取組No.15



令
和
６
年
度
　
グ
ル
ー
プ
別
時
間
外
実
績
一
覧

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

1
0
月

1
1
月

1
2
月

１
月

２
月

合
計

１
人
当
た
り
の

前
年
度

前
年
度

増
減

対
前

R
6

R
6

R
6

R
6

R
6

R
6

R
6

R
6

R
6

R
6

R
6

R
6

R
5

増
減

時
間
数

合
計

１
人
あ
た
り
の
時
間
数

年
度
比

秘
書
人
事
課

秘
書
広
報
グ
ル
ー
プ

5
4
6

2
8

1
8

2
9

4
7

1
6

8
0

7
2

1
6

2
8

2
6

2
6

2
4

2
4
3
2

8
6

2
8
6

9
5

1
4
6

1
5
1
.
0
%

秘
書
企
画
課

広
報
広
聴
グ
ル
ー
プ

秘
書
人
事
課

人
事
グ
ル
ー
プ

6
1
1
9

8
9

6
4

5
3

4
0

3
5

1
3
6

1
5
1

1
6
6

1
5
7

1
0
5

2
6
9

2
0
3

6
6

1
,
3
8
4

2
3
1

1
,
7
5
8

2
5
1

▲
 
3
7
4

7
8
.
7
%

秘
書
企
画
課

秘
書
人
事
グ
ル
ー
プ

企
画
財
政
課

企
画
政
策
グ
ル
ー
プ

4
2
0

1
3

4
8

1
0
5

3
4

7
2
7

7
3
5

3
8

2
0

1
7

1
6

1
3
7
1

9
3

7
4
7

1
8
7

▲
 
3
7
6

4
9
.
7
%

秘
書
企
画
課

企
画
政
策
グ
ル
ー
プ

企
画
財
政
課

財
政
グ
ル
ー
プ

3
0

0
1
4

2
5

1
1
1

5
2

2
6

1
2

0
1

2
8

▲
 
6

1
4
4

4
8

3
7
8

9
5

▲
 
2
3
4

3
8
.
1
%

行
政
課

財
政
グ
ル
ー
プ

行
政
課

行
政
グ
ル
ー
プ

5
1
4
4

1
2
7

8
8

1
2
3

8
5

1
4
3

3
2
4

1
6
1

9
1

2
0
3

9
0

1
3
7

1
9
5

▲
 
5
8

1
,
7
1
6

3
4
3

1
,
4
9
6

2
9
9

2
2
0

1
1
4
.
7
%

行
政
課

行
政
グ
ル
ー
プ

行
政
課

デ
ジ
タ
ル
推
進
グ
ル
ー
プ

4
6
9

1
0
7

4
8

4
2

4
0

6
4

1
6
8

5
8

1
8

4
6

2
1

1
0
2

6
8

3
4

7
8
3

1
9
6

4
5
2

1
5
1

3
3
1

1
7
3
.
2
%

協
働
安
全
課

情
報
推
進
グ
ル
ー
プ

税
務
課

市
民
税
グ
ル
ー
プ

5
2
5
5

1
7
1

1
9

2
0

2
3
0

1
3

9
1
6
2

2
1
3

2
7
5

1
9
4

8
1

1
,
1
5
1

2
3
0

9
0
3

2
2
6

2
4
8

1
2
7
.
5
%

税
務
課

市
民
税
グ
ル
ー
プ

税
務
課

固
定
資
産
税
グ
ル
ー
プ

5
1
0

6
2
8

2
8

2
8

5
2

8
5

2
1

6
3

1
0
1

5
2

6
8

3
0

3
8

5
4
2

1
0
8

2
6
5

4
4

2
7
7

2
0
4
.
5
%

税
務
課

固
定
資
産
税
グ
ル
ー
プ

税
務
課

収
納
グ
ル
ー
プ

6
3
4

4
1

2
5

4
0

3
1

3
0

2
7

1
1

5
3
4

4
5

2
8

4
7

▲
 
1
9

3
5
1

5
9

2
2
8

4
6

1
2
3

1
5
3
.
9
%

税
務
課

収
納
グ
ル
ー
プ

協
働
安
全
課

市
民
協
働
グ
ル
ー
プ

4
5
2

3
5

3
4

2
7

2
4

1
2

1
8

1
0

3
4

4
5

4
6

2
7

4
8

▲
 
2
1

3
6
4

9
1

3
9
2

1
3
1

▲
 
2
8

9
2
.
9
%

協
働
安
全
課

市
民
協
働
グ
ル
ー
プ

協
働
安
全
課

防
災
安
全
グ
ル
ー
プ

3
1
7

1
2

1
9

7
6
5

2
5

7
3
1

8
1
2

1
9

3
5

2
1

1
4

2
5
7

8
6

2
7
5

6
9

▲
 
1
8

9
3
.
5
%

協
働
安
全
課

防
災
安
全
グ
ル
ー
プ

市
民
窓
口
課

窓
口
グ
ル
ー
プ

9
1
0
5

7
8

5
4

3
9

3
7

5
9

9
6

1
2
2

1
4
3

1
4
3

1
3
9

1
5
3

1
0
9

4
4

1
,
1
6
8

1
3
0

1
,
2
6
2

1
4
0

▲
 
9
4

9
2
.
6
%

市
民
窓
口
課

窓
口
グ
ル
ー
プ

市
民
窓
口
課

国
保
年
金
グ
ル
ー
プ

5
1
0
5

5
1

7
8

1
1
6

8
4

9
6

7
0

5
5

4
1

7
4

3
1

1
4
5

8
7

5
8

9
4
6

1
8
9

1
,
4
2
8

1
3
0

▲
 
4
8
2

6
6
.
2
%

市
民
窓
口
課

保
険
医
療
グ
ル
ー
プ

市
民
窓
口
課

医
療
グ
ル
ー
プ

6
1
0
3

1
2
9

1
7
4

1
4
2

9
2

1
4
8

1
8
5

1
5
6

1
3
0

1
1
7

9
4

1
3
3

8
7

4
6

1
,
6
0
3

2
6
7

1
,
4
2
8

1
3
0

1
7
5

1
1
2
.
3
%

市
民
窓
口
課

保
険
医
療
グ
ル
ー
プ

環
境
政
策
課

さ
く
ら
・
川
・
環
境
グ
ル
ー
プ

5
8
7

9
5

8
3

8
7

6
5

7
1

1
3
4

5
2

2
4

2
9

6
1

6
8

9
3

▲
 
2
5

8
5
6

1
7
1

8
9
3

2
9
8

▲
 
3
7

9
5
.
9
%

環
境
保
全
課

環
境
グ
ル
ー
プ

環
境
政
策
課

廃
棄
物
グ
ル
ー
プ

1
0

6
8

7
1

1
6

6
5

7
0

8
4

7
9

6
5

9
4

5
3

7
4

6
6

7
7

▲
 
1
1

8
0
5

8
1

7
6
1

7
6

4
4

1
0
5
.
8
%

環
境
保
全
課

廃
棄
物
グ
ル
ー
プ

福
祉
課

障
が
い
福
祉
グ
ル
ー
プ

5
1
3

4
7

5
5

6
9

1
4

4
7

5
1

3
6

1
7

2
6

2
1

5
0

1
7

3
3

4
4
6

8
9

2
7
4

5
5

1
7
2

1
6
2
.
8
%

福
祉
課

障
が
い
福
祉
グ
ル
ー
プ

福
祉
課

社
会
福
祉
グ
ル
ー
プ

7
4
0

6
6

4
7

7
0

2
8

3
8

8
3
3

1
0

1
1

2
3

3
4

1
8
1

▲
 
1
4
7

4
0
8

5
8

1
,
1
1
3

1
8
6

▲
 
7
0
5

3
6
.
7
%

福
祉
課

社
会
福
祉
グ
ル
ー
プ

長
寿
介
護
課

長
寿
福
祉
グ
ル
ー
プ

3
9
2

7
3

7
9

6
0

7
2

9
1

1
0
4

1
1
3

6
1

8
2

7
9

1
2
5

9
7

2
8

1
,
0
3
1

3
4
4

8
4
8

2
8
3

1
8
3

1
2
1
.
6
%

長
寿
介
護
課

長
寿
福
祉
グ
ル
ー
プ

長
寿
介
護
課

介
護
保
険
グ
ル
ー
プ

7
1
0
7

6
1

9
6

8
4

2
9

4
4

7
9

6
1

3
8

4
4

7
9

1
0
5

1
1
9

▲
 
1
4

8
2
7

1
1
8

5
7
9

8
3

2
4
8

1
4
2
.
8
%

長
寿
介
護
課

介
護
保
険
グ
ル
ー
プ

健
康
課

保
健
予
防
グ
ル
ー
プ

4
3
6

4
9

2
8

2
8

3
1

7
1

9
6

3
6

1
5

2
0

3
2
8

4
6

▲
 
1
8

4
4
1

1
1
0

4
3
9

8
8

2
1
0
0
.
5
%

健
康
課

保
健
予
防
グ
ル
ー
プ

健
康
課

健
康
支
援
グ
ル
ー
プ

1
4

1
4
6

1
4
7

1
4
5

5
5

6
0

1
1
5

1
2
4

2
5

2
1

4
9

7
9

9
9

1
7
0

▲
 
7
1

1
,
0
6
5

7
6

9
2
7

5
8

1
3
8

1
1
4
.
9
%

健
康
課

健
康
支
援
グ
ル
ー
プ

こ
ど
も
家
庭
課

子
育
て
支
援
グ
ル
ー
プ

6
7
9

5
1

1
1
1

1
5
6

1
4
5

1
5
7

1
6
8

1
1
9

6
4

6
1

9
9

87
91

▲
 
4

1
,
2
9
7

2
1
6

1
,
3
0
2

3
2
6

▲
 
5

9
9
.
6
%

子
育
て
支
援
課

児
童
グ
ル
ー
プ

こ
ど
も
家
庭
課

保
育
グ
ル
ー
プ

5
5
6

1
1

9
1
6

7
2
6

6
2

6
0

6
3

2
6

2
9

76
39

3
7

4
4
1

8
8

2
5
9

8
6

1
8
2

1
7
0
.
3
%

子
育
て
支
援
課

保
育
グ
ル
ー
プ

こ
ど
も
家
庭
課

子
ど
も
発
達
支
援
施
設

1
0

2
0

0
0

1
0

7
0

0
0

0
0

0
1
0

1
0

1
1

0
－

子
育
て
支
援
課

子
ど
も
発
達
支
援
施
設

こ
ど
も
家
庭
課

児
童
館

8
5

6
7

1
5

3
6

1
0

6
1
1

6
1
4

18
8

1
0

1
0
7

1
3

7
2

9
3
5

1
4
8
.
6
%

子
育
て
支
援
課

児
童
館

こ
ど
も
家
庭
課

中
部
保
育
園

1
5

3
2
9

4
1

2
4

2
4

3
1

6
2
0

5
1
0

▲
 
5

1
0
2

7
2
4
5

2
5

▲
 
1
4
3

4
1
.
6
%

子
育
て
支
援
課

中
部
保
育
園

こ
ど
も
家
庭
課

北
部
保
育
園

1
0

8
2
2

7
4

2
2

6
1
0

1
1

2
4

1
1

1
5

1
8

▲
 
3

1
2
2

1
2

1
6
0

2
7

▲
 
3
8

7
6
.
3
%

子
育
て
支
援
課

北
部
保
育
園

こ
ど
も
家
庭
課

南
部
保
育
園

1
5

3
4
2

1
1

1
2

0
8

1
8

1
0

1
0

1
2

2
7

1
9

8
1
4
4

1
0

2
7
9

2
8

▲
 
1
3
5

5
1
.
6
%

子
育
て
支
援
課

南
部
保
育
園

こ
ど
も
家
庭
課

東
部
保
育
園

1
8

1
1

2
9

1
2

2
3

1
6

3
2

9
1
6

5
1
8

4
2
9

▲
 
2
5

1
5
7

9
2
3
2

2
3

▲
 
7
5

6
7
.
7
%

子
育
て
支
援
課

東
部
保
育
園

こ
ど
も
家
庭
課

西
部
保
育
園

1
1

3
2
4

1
6

1
0

3
1
5

2
7

1
7

4
1
3

1
2

1
8

2
2

▲
 
4

1
6
2

1
5

1
3
5

1
9

2
7

1
2
0
.
0
%

子
育
て
支
援
課

西
部
保
育
園

こ
ど
も
家
庭
課

仙
奈
保
育
園

1
6

3
3
0

7
1

6
8

2
6

4
9

2
1
7

7
4

3
1
2
0

8
2
1
5

2
0

▲
 
9
5

5
5
.
8
%

子
育
て
支
援
課

仙
奈
保
育
園

こ
ど
も
家
庭
課

下
寺
保
育
園

1
6

1
2

2
9

1
1

1
4

1
1

2
5

3
0

7
1
3

2
1

6
2
0

1
6

4
1
9
9

1
2

2
6
3

2
6

▲
 
6
4

7
5
.
7
%

子
育
て
支
援
課

下
寺
保
育
園

商
工
農
政
課

商
工
観
光
グ
ル
ー
プ

5
1
2
5

1
1
3

1
1
0

1
1
2

1
1
6

9
2

1
2
5

1
0
5

5
1

4
9

6
8

1
3
1

1
5
3

▲
 
2
2

1
,
1
9
7

2
3
9

9
5
6

1
9
1

2
4
1

1
2
5
.
2
%

商
工
農
政
課

商
工
観
光
グ
ル
ー
プ

商
工
農
政
課

農
政
グ
ル
ー
プ

4
1
0
5

1
0
4

8
9

8
0

8
8

1
0
7

5
8

9
2

5
7

5
5

5
8

1
1
9

6
9

5
0

1
,
0
1
2

2
5
3

4
2
4

1
4
1

5
8
8

2
3
8
.
7
%

商
工
農
政
課

農
政
グ
ル
ー
プ

都
市
整
備
課

計
画
営
繕
グ
ル
ー
プ

5
1
2
0

6
2

7
8

6
2

6
9

8
1

8
6

2
8

6
1

8
4

5
7

1
2
0

5
9

6
1

9
0
8

1
8
2

6
3
5

1
2
7

2
7
3

1
4
3
.
0
%

都
市
整
備
課

計
画
営
繕
グ
ル
ー
プ

都
市
整
備
課

整
備
グ
ル
ー
プ

5
3
4

1
3

1
2

1
6

6
1
4

4
8

2
1

1
8

7
0

8
5

9
9

1
9

8
0

4
3
6

8
7

1
8
9

3
8

2
4
7

2
3
0
.
7
%

都
市
整
備
課

整
備
グ
ル
ー
プ

維
持
管
理
課

維
持
グ
ル
ー
プ

3
7
4

6
1

3
1

9
2
1

2
7

1
6

2
2

9
5

1
9

3
5

4
9

▲
 
1
4

3
2
9

1
1
0

4
0
2

1
3
4

▲
 
7
3

8
1
.
8
%

維
持
管
理
課

維
持
グ
ル
ー
プ

維
持
管
理
課

管
理
グ
ル
ー
プ

4
4
7

1
5

2
3

1
6

2
0

1
0

1
5

5
1
2

1
4

1
4

4
1

5
5

▲
 
1
4

2
3
2

5
8

2
7
7

6
9

▲
 
4
5

8
3
.
8
%

維
持
管
理
課

管
理
グ
ル
ー
プ

上
下
水
道
課

上
水
道
グ
ル
ー
プ

5
2
7

7
4
7

1
4
0

3
5

1
3

1
3

3
1

1
5

1
1

2
6

2
9

2
9

0
3
9
4

7
9

4
3
4

8
7

▲
 
4
0

9
0
.
8
%

上
下
水
道
課

上
水
道
グ
ル
ー
プ

上
下
水
道
課

下
水
道
グ
ル
ー
プ

8
1
7
5

2
0
3

9
0

9
0

6
7

1
2
7

9
0

7
8

3
8

5
2

8
5

9
2

1
4
9

▲
 
5
7

1
,
1
8
7

1
4
8

1
,
1
0
4

1
5
8

8
3

1
0
7
.
5
%

上
下
水
道
課

下
水
道
グ
ル
ー
プ

会
計
管
財
課

会
計
グ
ル
ー
プ

2
6
7

9
3
6

1
1

1
8

5
4

2
3

2
1

0
0

2
5

8
2

3
8

4
4

3
4
6

1
7
3

1
2
4

1
2
4

2
2
2

2
7
9
.
0
%

会
計
課

会
計
グ
ル
ー
プ

会
計
管
財
課

契
約
管
財
グ
ル
ー
プ

3
7
0

3
1

3
5

8
9

2
4

1
3
2

3
3

1
7

3
3

3
5

1
2
5

7
3

5
2

5
5
2

1
8
4

2
3
2

1
1
6

3
2
0

2
3
7
.
9
%

行
政
課

契
約
検
査
グ
ル
ー
プ

総
務
課

5
3
3

1
0

1
3

5
7

7
9

6
9

5
1

7
5

4
6

2
6

4
9

4
1

5
3
6

5
4
9

1
1
0

2
1
4

3
1

3
3
5

2
5
6
.
5
%

総
務
課

消
防
署

4
0

1
1
8

2
4
9

2
0
5

2
5
2

1
6
7

8
2

2
4
2

1
8
2

1
8
0

3
1
1

1
1
0

1
4
0

1
9
8

▲
 
5
8

2
,
2
3
8

5
6

3
,
0
2
3

7
6

▲
 
7
8
5

7
4
.
0
%

消
防
署

学
校
教
育
課

学
校
教
育
グ
ル
ー
プ

5
7
5

2
2

2
5

1
1

2
4

3
7

0
2

0
44

56
▲
 
1
2

1
9
5

3
9

3
3
7

8
4

▲
 
1
4
2

5
7
.
9
%

学
校
教
育
課

学
校
教
育
グ
ル
ー
プ

学
校
教
育
課

学
校
給
食
グ
ル
ー
プ

1
1
6

0
3

1
2

0
4

1
9

2
5

2
4

2
0

1
8

30
11

1
9

1
7
1

1
7
1

6
6

6
6

1
0
5

2
5
9
.
1
%

学
校
教
育
課

学
校
給
食
グ
ル
ー
プ

生
涯
学
習
課

生
涯
学
習
グ
ル
ー
プ

6
4
4

3
0

6
9

4
7

6
6

5
6

3
8

8
2

2
6

4
4

2
0

4
7

7
6

▲
 
2
9

5
6
9

9
5

7
1
0

1
1
8

▲
 
1
4
1

8
0
.
1
%

生
涯
学
習
課

生
涯
学
習
グ
ル
ー
プ

生
涯
学
習
課

図
書
館
グ
ル
ー
プ

2
6

0
0

7
2

1
2

0
1

1
2

9
0

6
6

0
5
5

2
8

6
7

3
4

▲
 
1
2

8
2
.
1
%

生
涯
学
習
課

図
書
館
グ
ル
ー
プ

生
涯
学
習
課

ス
ポ
ー
ツ
グ
ル
ー
プ

3
5
6

4
0

5
9

5
3

4
1

7
8

1
1
2

9
4

8
6

6
2

1
0
2

11
6

61
5
5

8
9
9

3
0
0

9
3
4

3
1
1

▲
 
3
5

9
6
.
3
%

生
涯
学
習
課

ス
ポ
ー
ツ
グ
ル
ー
プ

議
会
事
務
局

2
3

0
1

6
4

1
3

4
1

3
8

0
6

▲
 
6

3
4

1
7

1
0
5

3
5

▲
 
7
1

3
2
.
4
%

議
会
事
務
局

監
査
委
員
事
務
局

1
8

1
9

1
3

4
0

1
0

1
1
0

1
6

3
0

1
3

2
1
4

0
1
4

1
7
6

1
7
6

7
0

3
5

1
0
6

2
5
1
.
4
%

監
査
委
員
事
務
局

3
2
0

3
,
0
5
4

2
,
7
5
9

2
,
3
9
4

2
,
5
5
6

1
,
9
9
9

2
,
3
8
9

3
,
4
7
1

2
,
4
8
1

1
,
9
1
7

2
,
4
9
1

2
,
3
4
0

3
,
5
8
0

3
,
3
0
5

2
7
5

3
1
,
4
3
1

9
8

3
0
,
5
9
8

9
5

8
2
4

1
0
2
.
7
%

※
人
数
に
つ
い
て
は
、
令
和
６
年
４
月
１
日
現
在
の
時
間
外
勤
務
手
当
支
給
対
象
者
（
フ
ル
タ
イ
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区分 研修名等 受講者数 

独自研修 

新規採用職員研修（前期・中期・後期） 50 

市長と職員との懇談会 20 

自己管理研修 10 

情報公開・個人情報保護研修（動画視聴） 598 

法制執務研修（基礎・応用） 50 

キャリアアップ研修（議会のしくみ） 22 

キャリアアップ研修（税財政について） 69 

被評価者研修 525 

評価者研修 98 

普通救命講習会 23 

傾聴力・対話力を向上！アサーティブコミュニケーション研修 30 

チームワーク向上研修 29 

グレーゾーンを正しく理解！ハラスメント防止研修 28 

ストレス対処法を学ぶ！レジリエンス研修 422 

子育て・介護にも役立つ！怒りのマネジメント研修 31 

コンプライアンス研修 632 

SDGs 研修 30 

職員協働研修 22 

セルフモチベーションコントロール研修 18 

その他各課が主催の研修（※） 1,362 

小計 4,069 

（※）ユニバーサルデザイン研修、情報セキュリティ研修、市職員交通安全講習会、生

成ＡＩ活用研修 基礎・発展、市職員安全運転講習会、男女共同参画研修、やさしい日

本語研修、重層的支援体制整備事業に係る職員研修、身近な人の悩みに寄り添う講座、

手話講習会、人権研修会、救急隊勉強会、愛知県障害児等療育支援事業、児童館職員内

部研修会、放課後児童クラブ職員内部研修会、保育園職員研修 

派遣研修 

公益財団法人 愛知県市町村振興協会研修センター 63 

尾張五市二町研修協議会 55 

自治大学校 2 

全国市町村国際文化研修所 3 

民間企業等派遣研修 3 

愛知県警察本部（不当要求防止責任者講習会） 11 

一般財団法人 地域活性化センター（全国地域リーダー養成塾） 1 

愛知県消防学校等 13 

愛知県実務研修生 2 

その他派遣研修 260 

小計 413 

合計 4,482 
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